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＝ ＋
津市の保険料額(年間)

保険料の軽減について

後期高齢者医療保険料

保険料は三重県内均一で、
２年ごとに見直されます。

令和４年度の

(上限66万円)

※前年の総所得金額等から基礎控
　除額43万円を控除した額。総所
　得金額等に遺族年金や障害年金
　は含まれません。また、所得控
　除(社会保険料控除、配偶者控
　除など)は適用されません。

　保険料は、年金からの天引きで納める特別徴収と納付書や口座振替で納める普通徴収の２通りの納め
方があります。７月中旬に保険料額決定通知書と納入通知書が送られます。

× 8.99％
所得割率

所得割額
※基準所得

　保険料は各被保険者に対して４月から翌年３月までの１年間分を計算し、７月中旬に保険料額決定通
知書と納入通知書を送付します。

　同一世帯の被保険者および世帯主の令和３年中の総所得金額等の合計額により、下表のとおり均等割額
が軽減されます(65歳以上の人の公的年金に係る所得は、その所得から15万円を控除して判定)。

均等割額の軽減

総所得金額等の合計が以下に該当する世帯 軽減割合
７割 １万3,376円

軽減後の均等割額

世帯は４月１日(４月２日以降に資格取得した人は資格取得日)時点での状況で判定されます。専従者控除は適用されず、専
従者給与額は事業主の所得に合算されます。譲渡所得特別控除は適用されません。雑損失の繰越控除は適用されます。

（43万円＋10万円×（年金・給与所得者の数－１）＋28万5,000円×被保険者の数）以下

（43万円＋10万円×（年金・給与所得者の数－１）＋52万円×被保険者の数）以下

（43万円＋10万円×（年金・給与所得者の数－１））以下

２割
５割 ２万2,294円

３万5,671円

軽減

均等割額

４万4,589円
被保険者１人当たり
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特別徴収

本年度保険料

仮徴収
４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

本徴収

普通徴収

年金受給月(偶数月)に
年金から直接保険料が
差し引かれます

送付される納付書または口座振
替による納付になります
納期…７月から翌年３月の毎月
末日(12月は26日)

前年度２月に特別徴収した額
と同額を徴収します

７月に確定する年間保険料額
から仮徴収額を差し引いた額
を３期に分けて徴収します

受給している年金額が…
年額18万円以上 年額18万円未満

はい いいえ

はい いいえ

　普通徴収で支払った分は、支払った人に適用さ
れ、世帯の所得税や住民税が減額になる場合があり
ます。特別徴収で支払った分は、本人にのみ適用さ
れます。

社会保険料控除について

年度途中で特別徴収に切り替わる人

　最初に金融機関に口座振替依頼書を、その後、市
役所に納付方法変更申出書を提出してください。
　10月分からの変更を希望する場合は、７月20日
(水)までに手続きをしてください。それ以降は、申
請の時期により変更時期が異なります。

納付方法を特別徴収(年金天引き)から
口座振替に変更したいとき

必要なもの　納付方法変更申出書、印鑑、後期高
齢者医療被保険者証、津市市税等口座振替依頼
書の依頼者保管用の写し

　昨年６月～今年５月に75歳になるなど、津市で
新たに後期高齢者医療制度の保険に加入した人は、
７月～９月は普通徴収、10月以降は特別徴収にな
ります。

介護保険料が年金から差し引かれている

介護保険料と後期高齢者医療保険料の１回当
たりの保険料の合計額が、１回当たりの年金
受給額の２分の１を超えない
※複数の年金を受給している場合は、年金保険者・
年金種別による優先順位の高い一種類の年金（老
齢年金等）から天引きの可否を判断します。

保険料の決め方

保険料の納め方
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後期高齢者医療制度
負担割合と保険料についてお知らせします

問い合わせ　保険医療助成課　　229－3285　　229－5001

対象になる人

10月から一定以上の所得がある人の窓口負担割合が変更となります

　今年度は、10月１日(土)から窓口負担割合の見
直し(２割負担)が実施されるため、被保険者証は
次のとおり２回に分けて簡易書留で送付します。
・１回目の交付時期は７月中で、有効期限が
　令和４年９月30日(金)の被保険者証(紫色)
・２回目の交付時期は９月中で、有効期限が
　令和５年７月31日(月)の被保険者証(若草色)
※現在使っているピンク色の保険証は、８月１
　日(月)以降、保険医療助成課または各総合支
　所市民福祉課(市民課)、各出張所に返却して
　ください。

　８月１日(月)から令和３年中の所得を基に医療費の負担割合が判定されます。現在、医療機関の窓
口での自己負担割合は、かかった医療費の１割または３割となっていますが、10月１日(土)からは従
来の１割負担となる人のうち、一定以上の所得のある人は２割負担となります。

被保険者証が変わります
・75歳以上の全ての人(生活保護受給者は除く)
・65歳以上75歳未満で一定の障がいがあり、申請
　 により認定を受けた人

「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減
額認定証」の更新について
　令和４年７月31日までの認定証の交付を受
けている被保険者が、今年度も同一の対象負担
区分となる場合、７月下旬に三重県後期高齢者
医療広域連合から新しい認定証を被保険者の皆
さんに発送します。

はい いいえ

　なお、上記のＡ、Ｂ、Ｃに該当すると思われる人は、
基準収入額適用申請書の提出が必要でしたが、今年度
より申請は不要となりました。

本人および同一世帯にいる後期高齢者医療被保険者(以下
「被保険者」という)の住民税課税所得※２がいずれも145
万円未満である

被保険者本人と70～74歳の人全員の前
年の収入額合計が520万円未満である

１割

(現役並み所得の人)
３割

はい

(基準収入額が
適用される人)

１割

はい

はい はい

いいえ

はい

いいえ

いいえはい

いいえはい

Ｂ

(基準収入額が
適用される人)

１割Ｃ(基準収入額が
適用される人)

１割Ａ

はい
いいえ

はい いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

３割 １割 ２割 １割

世帯内に後期高齢者医療被保険者
が２人以上いる

「年金収入※３+
その他の合計所
得金額※４」が
200万円以上

「年金収入※３+
その他の合計所
得金額※４」が
320万円以上

本人および同じ世帯にいる
被保険者の前年の収入額合
計が520万円未満である

世帯内の後期高齢者医療被保険者のうち住
民税課税所得※２が28万円以上の人がいる

９月30日までの負担割合 10月１日からの負担割合

２割 １割

はい

※１　課税所得145万円以上で、医療費の窓口負担割合が
　　　３割の人
※２　「課税所得」とは個人市民税・県民税納税通知書の
　　　「課税所得金額」の額(前年の収入から、給与所得
　　　控除や公的年金等控除、所得控除(基礎控除や社会
　　　保険料控除)を差し引いた後の金額)
※３　「年金収入」には遺族年金や障害年金は含みません。
※４　「その他の合計所得金額」とは事業収入や給与収入
　　　等から、必要経費や給与所得控除などを差し引い
　　　た後の金額

現役並み所得者に該当する※１

同じ世帯にいる被保険者は本人のみである

被保険者と同一世帯に70
～74歳の人がいる

本人の前年の収入額が
383万円未満である


